
○リコールの実効性を確保していくためには、販売事業者等の協力を得て、リコールに関する情報を
消費者に周知していくことが重要。このため、流通事業者団体と協力体制を構築し、消費者へのリ
コール情報の周知、消費者に向けた注意喚起に取り組んでいる。 

 流通事業者との協力体制の拡大について 

経済産業省から提供する情報 

（１） リコールに関する情報の提供 

販売事業者が店舗で活用しやすいよう、リコール情

報を検索や抽出、並べ替え等が容易な電子データ形

式で提供。 

• メーカー、商品名、型番、ＪＡＮコード 

• リコール概要、契機となった事故の軽重 

• 販売台数、リコール台数 等 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 製品安全に係るその他の情報の提供 

注意喚起リーフレット等、消費者向け資料等を提供。 

 

 

    

 
 

流通事業者とのリコール協力体制 
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ダイレクトメール送付 
Ｅメール 
電話連絡 
店頭掲示 
（ポスター） 
ホームページ掲載 等 

新聞社告、ホームページ掲載、チラシ配布、テレビＣＭ 等 

リコール情報等の周知 

【協力団体】（平成26年5月現在） 
①大手家電流通懇談会   
②全国電機商業組合連合会 
③日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 
④日本通信販売協会 
⑤日本福祉用具・生活支援用具協会 
⑥日本福祉用具供給協会  
  

 
⑦Amazon.co.jp 
⑧日本リユース機構 
⑨ジャパン・リサイクル・ 
 アソシエーション 
⑩日本チェーンストア協会 
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